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研究成果の概要（和文）：本研究は，児童館職員が，児童館の子育て支援プログラムを創り，有

効に活用していくためのマニュアルを含む子育て支援実践モデルの開発を行うための基礎的資

料を得ることを目的とする．児童館の子育て支援実践モデルの開発を行うための基礎的資料を

得るために，全国の児童館の職員を対象に，児童館で実践している子育て支援グループ活動（グ

ループワーク）について調査を行った．その結果，65.8%の児童館は子育て支援のグループ活動

を実施しているが，グループワークは十分に実践されていないことが明らかになった． 

 
研究成果の概要（英文）：This survey is intended that we can get basic data to develop a 
practice model of childrearing support including manuals that children’s hall staff can 
make childrearing support program for children’s hall and utilize it effectively. We 
made nationwide survey on staff at the children’s halls about the activities of 
childrearing support groups (group work) which are practiced at the children’s halls 
to get basic data for development of a practice model of childrearing support in the 
children’s halls. In its result, 65.8％ of children’s halls practice childrearing 
support group activities but does not practice group work well. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）地域子育て支援の拠点としての児童館 
家庭・地域社会の子育て機能や教育力が，

低下している．その結果，子どもや親子関係
に関する問題，たとえば子どもの犯罪，いじ
めや不登校，ひきこもりそして児童虐待など

が深刻な社会問題となっている．このような
子どもや家庭の問題を解決するために，子ど
もの育ち，親の育ち，子育てに対する社会的
支援の必要性が増大し，すべての子どもや家
庭を対象とした総合的・計画的な子育て支援
が実施されている．従来からすべての子ども
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と家庭を対象に子どもの健全育成や子育て
支援に取り組んできた児童館は，地域の児童
の健全育成とともに子育て支援の実践が一
層重要になっている． 
（2）子育て支援に関する児童館実践の評価
の必要性 
一方，2003 年に「地方自治法の一部を改正

する法律」が施行され，公の施設の管理に関
する指定管理者制度が創設された．児童館に
おいても指定管理者制度が導入され，民間活
力を有効に活用するという方向性がみられ
る．児童館実践についても,一般社会・納税
者に対するアカウンタビリティが求められ
ている．したがって，児童館の子育て支援実
践の効果についても，実証的に評価し，質の
高い実践（EBP ：証拠に基づいた実践）を積
み上げていくことが必要になってきている．
しかし，児童館実践の効果を評価した研究は
尐ない．筆者らは，平成 17・18 年度基盤研
究 C「地域社会における子育て支援の拠点と
しての児童館の活動効果に関する研究」にお
いて，母親の子育て不安・負担が児童館の子
育て支援を利用することによって，軽減され
ることを明らかにした．また，児童館は，子
育て中の親の居場所として重要な機能を果
たしており，このような環境を設定し，母親
をエンパワメントする児童館の職員の役割
が重要であることが推察された 1）． 
 
２．研究の目的 
今後，児童館の子育て支援実践の効果を評

価する実証的な研究を蓄積していかなけれ
ばならない.そのためには，児童館における
子育て支援実践モデルの開発が必要である．
そこで，本研究は，児童館職員が，児童館の
子育て支援プログラムを創り，有効に活用し
ていくためのマニュアルを含む子育て支援
実践モデルの開発を行うための基礎的資料
を得ることを目的とする．児童館の子育て支
援実践モデルの開発を行うための基礎的資
料を得るために，全国の児童館の職員を対象
に，児童館で実践している子育て支援グルー
プ活動（グループワーク）について調査を行
った． 
 
３．研究の方法 
（1）調査の対象・方法・内容 
2009（平成 20）年 3月に全国の児童館の職

員を対象に自記式調査用紙を配布し，留置き
調査を行った．児童健全育成推進財団のホー
ムページに掲載されている児童館名簿をも
とに，5,052 か所の児童館に調査用紙を配布
した．そのうち，53 か所の児童館は宛名不明
で返送されてきた．また，4 か所の児童館よ
り電話で該当しないとの連絡がはいった．さ
らに 39 か所の児童館は白紙の調査用紙が返
送された．したがって，これらの 96 か所の

児童館を除いた 4,956 を配布数とした．回収
数は1,088であり，回収率は22.0％であった．
調査内容は，①児童館の概要（7項目），②児
童館の子育て支援のグループ活動（2 項目），
③児童館の子育て支援に関する他機関・施設
等との連携（1 項目），④児童館における子育
て支援のグループ活動の方法に関する「これ
までの経験」（77 項目）2），⑤児童館における
子育て支援のグループ活動の方法に関する
「これからの必要性」これまでの経験（77 項
目）2）,⑥回答した児童職員の属性（5 項目）,
⑦自由記述であった．調査の趣旨は文書で説
明し，データの取扱等の倫理的配慮を行っ
た. 
（2）分析方法 

分析するに当たって，①SPSS for WINDOWS 
Ver．16 を使用し，すべての項目について基
礎集計を行った．②児童館における子育て支
援のグループ活動の方法に関する「これまで
の経験」と，児童館の設置主体，児童館の性
別・職種・資格との関連性を検討するために，
ウィルコクスンの順位和検定を行った．③児
童館における子育て支援のグループ活動の
方法に関する「これからの必要性」と，児童
館の設置主体，種類，児童館職員の性別・職
種・資格の関連性を検討するために，ウィル
コクスンの順位和検定を行った．④子育て支
援クループ数と児童館の連携機関・施設数の
ピアソンの相関係数を算出した. 
 
４．研究成果 
（1）調査対象の属性 

児童館職員の平均年齢は 48.6 歳，平均勤
務年数は 8.9 年であった．児童館職員は男性
に比べ女性が 74.3％と多くなっていた．児童
館職員の職種は，児童厚生員（「児童の遊び
を指導するもの」）が 45.5％，児童館長・児
童センター長が 38.5％であった．また，児童
館職員の資格は，に保育士の資格を持ってい
る者が，44.0％と最も多く，次に幼稚園教諭
の資格を持っている者が 36.6％であった． 
（2）児童館の実態について 

児童館の設置主体は，公立公営が 59.9％と
多く，次に公立民営が 28.8％であった．児童
館の年次推移では，公営が 66.2％，民営が
33.8％であったので，ほぼ全体の傾向と同じ
であった．児童館の設置時期は，1980 年代が
24.8％と最も多く，次に 1990 年代の 22.8％
であり，2000 年代では 14.2％と尐なくなっ
ている．低経済成長期に入ってからは，児童
館の増加は尐なくなってきている．また，民
営化が進められる中で，民営児童館の割合が
増加傾向にある．小型児童館が 57.3％と約半
数強であった．本調査ではその他・不明が
14.5％とやや多くなっていた．児童館の平日
の平均開館時間は 9：24 であり，9：00 開館
が 49.9％と約半数をしめていた．また，平日



 

 

の平均閉館時間は 17：36 であり，18：00 閉
館が 43.1％，17：00 閉館が 43.6％とほぼ同
じ割合であった．土曜日の平均開館時間は
8：54 であり，9：00 開館が 47.4％であった．
土曜日の平均閉館時間は 17：12 であり，17：
00 閉館が 46.7％をしめていた．日曜日・祝
日の児童館開館時間・閉館時間については約
7 割が無記入であり，日曜日・祝日は開館し
ている児童館は約 3割であった．開館してい
る児童館については，平均開館時間は 9：06
であり，9：00 開館が多くなっていた．また，
平均閉館時間は 17：18 であり，17：00 閉館
が多かった．児童館の職員構成は，62.2％の
児童館に正規雇用職員であり，平均人数は
2.7 人であった．56.6％の児童館に常勤嘱託
職員がおり，平均人数は 2.4 人であった．
46.1％の児童館には非常勤・パートの職員が
おり，平均 3.4 人であった．アルバイトのい
る児童館は 10.4％と尐なかったが，平均人数
は 4人と他と比べると多くなっていた．児童
館の一日の平均利用者は，小学生は 90.1％の
児童館で利用しており，平均利用人数は 43.6
人で最も多くなっていた．次に，乳幼児が
78.1％で，平均利用人数は 18.5人であった．
保護者は 71.4％であり，利用人数は 23.0 人
であった．中学生は 60.9％で，平均利用人数
は 5.4 人であった．地域の人が利用している
児童館は 37.8％あり，平均利用人数は 8.3 人
であった．高校生が利用している児童館は
30.2％であり，平均利用人数は 3.9 人であっ
た．小学生の利用が最も多く，高校生の利用
が最も尐なくなっていた 
（3）児童館の子育て支援のグループ活動に
ついて 
子育て支援のグループ活動の実施状況に

ついては，表 1に示したように 65.8％の児童
館において，子育て支援のグループ活動が実
施されていた．32.3％の児童館では，実施さ
れていなかった．なお，1.9％の児童館につ
いては不明であった． 

 
表 1 子育て支援グループ活動の実施状況 

 

 
子育て支援のグループ活動の種類につい

ては，表 2に示したように，児童館職員主体
で定期的な子育て支援グループ活動を実施
している児童館が 43.4％と最も多くなって
いた．平均グループ数は 2.4 グループであっ
た．2 番目に多かったのは児童館以外の団

体・個人による定期的な子育て支援グループ
活動を実施している児童館で 28.2％であっ
た．平均グループ数は 1.8グループであった．
児童館においては定期的な子育て支援のグ
ループ活動が実施されていることが分かっ
た． 
 

表 2 子育て支援グループの種類 

  
児童館において子育て支援のグループ活

動方法に関する「これまでの経験」の結果は，
上位 10 項目と下位 10 項目を表にすると表 3
のようになる．グループワークの開始時期の
方法が上位にあがっている．一方，問題解決
への取り組みや評価などは下位の方になっ
ている． 

 
表 3 グループ活動方法に関する 

「これまでの経験」 
 

 
グループ活動方法に関する「これからの必

要性」については，上位 10 項目と下位 10 項
目を表にすると表 4 のようになる．「これま
での経験」と同様に，グループワークの開始
時期の方法が上位にあがっている．一方，問
題解決への取り組みや評価に関する項目は，
下位の方になっている 

 
 

ｎ＝1088
子育て支援グループ 度数 ％ 平均グループ数

児童館職員主体・定期的 472 43.4 2.4

児童館職員主体・不定期 110 10.1 2.1
児童館以外団体個人・定期的 307 28.2 1.8
児童館以外団体個人・不定期 125 11.5 2.3
児童館利用親・定期的 236 21.7 2.5
児童館利用親・不定期 109 10.0 2.2
その他・定期的 43 4.0 1.5
その他・不定期 33 3.0 1.6

子育て支援グループ 度数 ％
実施している 716 65.8
実施していない 351 32.3
わからない 11 1.0
無記入 10 0.9

合計 1088 100.0



 

 

表 4 グループ活動の方法に関する 
「これからの必要性」 

 
 
（4）子育て支援に関する児童館と他機関・
施設等との連携について 
調査票は 2009 年 3 月末に配布した．そこ

で，2009 年度中に児童館の職員が，子育て支
援について重要なことを話したり，支援につ
いて相談した機関・施設等について尋ねた結
果，他の児童館が 51.3％と最も多かった．2
番目に多かったのは小学校の 41.5％であっ
た．次に多かったのは，保健所・保健センタ
ーや民生・児童委員であり，前者は 28.3％，
後者は 28.1％であった．保育所と連携がとれ
ていた児童館は 26.4％であった．「地域子育
て支援拠点事業」を実施している地域子育て
支援センターと連携している児童館は
23.3％であったが，同事業を実施しているつ
どいの広場と連携している児童館はわずか
3.3％であった．また，児童福祉の第一の相
談機関である児童相談所との連携について
は 7.4％であった．全体的に児童館は地域の
子育てに係る機関や施設と十分に連携が取
れているとはいえない状況であった． 
  
 
表 4 児童館の子育て支援グループ活動と連

携機関・施設との関連性 

児童館の子育て支援グループ活動と児童
館の他機関・施設との連携の関連性をみるた
めに，児童館の子育て支援グループ数と連携
機関・施設数のピアソンの相関係数を算出し
た．その結果は表 4 に示すとおりである．ｒ
＝0.275 であった．有意な弱い相関がみられ
た． 
（5）児童館や児童職員と子育て支援のグル
ープ活動方法との関連性について 

児童館の種類や児童館職員の資格などと，
児童館の子育て支援のグループ活動方法と
の間に関連性があるかどうか検討を行った．
グループ活動方法の「これまでの経験」と「こ
れからの必要性」のいずれにおいても，もっ
と順位の高かった「4-3 リラックスして参
加できるような受容的な雰囲気をつくる」と
いう項目について検討を行った． 
児童館や児童館職員と，グループ活動方法

「受容的雰囲気づくり」の「これまでの経験」
との関連性については，設置主体では，公立
民営の方が公立公営より 5％の危険率でよく
取り組んでいた．児童館の種類については，
有意差は認められなかった．児童館職員の性
別では，女子の方が 0.1％の危険率でよく取
り組んでいた．児童館職員の職種では，児童
厚生員の方が児童館館長・児童センター長よ
り 0.1％の危険率でよく取り組んでいた．資
格に関しては，特に幼稚園教諭の資格をもつ
児童館職員が，この方法によく取り組んでい
た．幼稚園以外の教諭につては，有意差はな
かった 
児童館や児童館職員と，グループ活動方法

「受容的雰囲気づくり」の「これからの必要
性」との関連性については，設置主体で，公
立民営の方が公立公営より 5％の危険率で取
り組むことが必要であると答えていた．また，
児童館職員の性別では，女子の方が 5％の危
険率でやはりこれから取り組む必要がある
と答えていた．しかし，その他の項目につい
ては，有意差は認められなかった．「これか
らの必要性」は「これまでの経験」と比べ，
先の図 3-5からのわかるように肯定的な回答
が多いためがと思われる． 
（6）まとめ 

本研究では，児童館の職員を対象に，児童
館で実践している子育て支援グループ活動
（グループワーク）について調査を行った．
また，子育て支援機関・施設等との連携（コ
ミュニティワーク）についても調査を行った．
その結果，以下の点が明らかになった． 
①児童館の 65.8％が，子育て支援のグルー

プ活動を実施していた．しかし，32.3％の児
童館は，子育て支援のグループ活動を実施し
ていなかった．②児童館職員が主体で定期的
な子育て支援グループ活動を実施している
児童館が 43.4％と多くなっていた．また，児
童館以外の団体・個人や，児童館を利用して



 

 

いる親による定期的な子育て支援グループ
活動も実施されていた．③児童館職員がこれ
まで行ったことのある子育て支援のグルー
プ活動方法については，グループワークの開
始時期の方法が上位にあがっていた．一方，
問題解決への取り組みや評価など下位にな
っていた．④児童館職員がこれから必要であ
ると思っている子育て支援のグループ活動
方法についても，同様に，グループワークの
開始時期の方法が上位にあり，問題解決への
取り組みや評価などは下位になっていた．⑤
2009 年度に児童館職員が，子育て支援につい
て重要なことを話したり，支援について相談
したのは，自分の児童館以外の児童館が
51.3％ともっとも多かった．児童相談所など
との連携は 7.4％と低くなっていた．⑥児童
館の子育て支援グループ活動数と，児童館が
連携している機関・施設数との関連性につい
ては，ピアソンの相関係数がｒ＝0.275 とな
り，有意な弱い相関が認められた．⑦公立民
営の児童館，女子職員，児童厚生員，保育士，
幼稚園教諭，児童厚生員 1級または 2級の資
格をもつものは，「受容的雰囲気づくり」を
よく行っていることが明らかになった．⑧公
立公営の児童館より公立民営の児童館が，男
子職員より女子職員の方が，「受容的雰囲気
づくり」が今後必要であると思っていること
が明らかになった 

今後，さらにグループ活動の方法に関する
他の項目についても検討を行い，これらの結
果を踏まえて，児童館の子育て支援のグルー
プワークを実践するためのプログラムを開
発していきたい． 
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